
貸 借 対 照 表
平成１９年３月３１日現在

（単位：百万円） 富 士 石 油 株 式 会 社

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 147,594 流 動 負 債 129,360
現 金 及 び 預 金 7,662 買 掛 金 30,166
売 掛 金 58,013 短 期 借 入 金 48,403
有 価 証 券 4 一年以内に返済する長期借入金 13,455
製 品 15,438 未 払 金 18,285
半 製 品 13,988 未 払 揮 発 油 税 16,901
原 油 21,542 未 払 費 用 589
貯 蔵 品 1,895 預 り 金 42
未 着 品 25,693 原 油 製 品 借 勘 定 1,419
前 払 費 用 760 そ の 他 96
繰 延 税 金 資 産 134
そ の 他 2,460

固 定 資 産 138,484 固 定 負 債 53,052
有 形 固 定 資 産 133,340 長 期 借 入 金 21,987

建 物 2,272 退 職 給 付 引 当 金 3,573
油 槽 3,714 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 134
構 築 物 7,963 特 別 修 繕 引 当 金 1,649
機 械 装 置 18,274 修 繕 引 当 金 1,198
工 具 器 具 備 品 等 92 再評価に係る繰延税金負債 24,506
土 地 82,094 そ の 他 2
建 設 仮 勘 定 18,928

無 形 固 定 資 産 482 負 債 合 計 182,412
ソ フ ト ウ ェ ア 405
そ の 他 77

投 資 そ の 他 の 資 産 4,660 純 資 産 の 部
投 資 有 価 証 券 506
関 係 会 社 株 式 2,129 株 主 資 本 67,504
長 期 貸 付 金 1,160 資 本 金 10,225
繰 延 税 金 資 産 1,038 利 益 剰 余 金 57,279
そ の 他 225 利 益 準 備 金 898
貸 倒 引 当 金 △ 400 そ の 他 利 益 剰 余 金 56,381

繰 越 利 益 剰 余 金 56,381

評価・換算差額等 36,161
その他有価証券評価差額金 8
土 地 再 評 価 差 額 金 36,153

純 資 産 合 計 103,666

資 産 合 計 286,078 負債・純資産合計 286,078



(単位：百万円） 富 士 石 油 株 式 会 社
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個別注記表

Ⅰ 重要な会計方針

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

①満期保有目的債券 …… 償却原価法

②子会社株式及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法

③その他有価証券

（ア）時価のあるもの …… 決算末日の市場価格等に基づく時価法

…… （評価差額は、全部純資産直入法により処

…… 理し、売却原価は、移動平均法により算定）

（イ）時価のないもの …… 移動平均法による原価法

（２）デリバティブ …… 時価法

（３）たな卸資産

①原油・製品・半製品 …… 総平均法による原価法

②未着品 …… 個別法による原価法

③貯蔵品 …… 移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

石油化学製品製造装置及び自家発電設備 …… 定率法

上記以外の有形固定資産 …… 定額法

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によってい

る。

（２）無形固定資産

定額法によっている。なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっている。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法としている。

（３）長期前払費用

均等償却によっている。なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっている。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。



（２）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産に基づき、当期

末において発生していると認められる額を計上している。

なお、数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（１０年）による定額法により、翌事業年度から費用処理している。

（３）役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

（４）特別修繕引当金

消防法により定期開放点検が義務付けられている油槽に係る点検修理費用について、当該点

検修理費用の支出実績に基づき、当期に負担すべき額を計上している。

（５）修繕引当金

法定定期修理を２年周期または４年周期で行う機械装置の定期修理費用については、より適

切な期間損益計算を行うため、当該定期修理費用の支出見込額のうち当期に負担すべき額を

計上している。

４．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用している。ただし、為替予約が付されている外貨建金銭債務については振当

処理を採用し、また、金利スワップのうち、特例処理の要件を満たす取引については、当該特例処

理を採用している。

５. リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

６. 消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式を採用している。

７. 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用している。

８. 会計処理の変更

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基

準第５号 平成１７年１２月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第８号 平成１７年１２月９日）を適用して

いる。

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する額は１０３，６６６百万円である。



Ⅱ 貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 １９５，７６１百万円

２．関係会社に対する短期金銭債権 １，３９３百万円

関係会社に対する短期金銭債務 ３５，０５９百万円

関係会社に対する長期金銭債権 ７００百万円

関係会社に対する長期金銭債務 １百万円

３．保証債務

被保証者
保証金額

（百万円）
被保証債務の内容

富士石油販売（株） ４５０ 左記会社の取引債務（金額は極度保証額）

従業員 ４２０ 従業員の持家資金借入債務

計 ８７０

４．担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

種 類
期末帳簿価額

（百万円）
担保権の種類

建物 １，４４４

油槽 ３，７１４

構築物 ７，９４２

機械装置 １８，２７４

土地 ７８，８８５

工場財団抵当権

計 １１０，２５５

担保に係る債務

内 容
期末残高

（百万円）

長期借入金

（うち、一年内に返済する長期借入金）

３１，９８２）

（１１，４５７）

５．土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用土地の再

評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として、純資産の部に計上している。

再評価の方法 不動産鑑定士による鑑定評価

再評価年月日 平成１２年３月３１日

同法第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土

地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 ５１，６２０百万円



６．直接減額による圧縮記帳

国庫補助金により取得価額から控除した額 機械装置等 １９６百万円

保険差益により取得価額から控除した額 機械装置 １２８百万円

Ⅲ 損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

売上高 １５，２０７百万円

仕入高 ３３８，２１３百万円

その他の営業取引高 ６６３百万円

営業取引以外の取引高 ５８４百万円

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記

１．当期末における発行済株式の数 普通株式 ２０，４５０，０００株

２. 当期中に行った剰余金の配当に関する事項

平成１８年１１月８日の取締役会において、中間配当について次のとおり決議した。

配当金の総額 ８９９百万円

一株当たり配当額 ４４円

基準日 平成１８年 ９月３０日

効力発生日 平成１８年１１月 ８日

Ⅴ 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因

繰延税金資産の主な発生原因は、修繕引当金、退職給付引当金及び特別修繕引当金の否認等であ

る。

なお、この他にも土地の再評価に係る繰延税金負債を計上している。

Ⅵ リ－スにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している主なものは、事務用機器

及び車両である。



Ⅶ 関連当事者との取引に関する注記

１．親会社

会社等の名称 ＡＯＣホールディングス（株）

議決権等の所有（被所有）割合 被所有 １００％

役員の兼任等 兼任１名
関係内容

事業上の関係 運転資金の借入、人員派遣

取引の内容 短期資金の借入 取引金額 －

期末残高 科目：短期借入金 ６，２００百万円

取引条件及び取引条件の決定方針等

極度貸付契約（極度額１０，０００百万円）に基づく借入であり、借入利率は市場金利を勘案して

合理的に決定している。

なお、担保は設定されていない。

２．親会社の子会社

会社等の名称 アラビア石油（株）

議決権等の所有（被所有）割合 なし

役員の兼任等 兼任２名
関係内容

事業上の関係 運転資金の借入

取引の内容 短期資金の借入 取引金額 －

期末残高 科目：短期借入金 ５，８００百万円

取引条件及び取引条件の決定方針等

極度貸付契約（極度額７，５００百万円）に基づく借入であり、借入利率は市場金利を勘案して合

理的に決定している。

なお、担保は設定されていない。

３．関連会社の子会社

会社等の名称 Petro Progress Pte Ltd.

議決権等の所有（被所有）割合 間接５０％

役員の兼任等 なし
関係内容

事業上の関係 原油・石油製品の購入

取引の内容 原油の購入 取引金額 ２９３，９６０百万円

期末残高 科目：買掛金 ２２，７９６百万円

取引条件及び取引条件の決定方針等

（１）取引価格は市場価格を勘案して一般取引と同様に決定している。

（２）取引高及び債務残高には、消費税等は含まれていない。



４．役員

氏 名 白川 進

議決権等の所有（被所有）割合 －

関係内容
当社取締役であり、当社の取引先である東京電力（株）の代表

取締役副社長を兼務

石油製品の販売 取引金額 ２３，２２５百万円

タンクの賃貸 取引金額 ２８６百万円取引の内容

電力の購入 取引金額 １，１５１百万円

売掛金（石油製品代） ３，７０９百万円

売掛金（賃貸料） ２０百万円期末残高 科目

未払金（電力料） ７５百万円

取引条件及び取引条件の決定方針等

（１）石油製品の販売価格及びタンク賃貸価格は、市場価格並びにコスト等を勘案して決定してお

り、電力の購入価格は、同社の約款に基づく料金によっている。

（２）債権債務残高には消費税等が含まれており、取引高には消費税等は含まれていない。

（３）上記取引は、いわゆる第三者のための取引であり、一般取引先と同様の取引条件によっている。

Ⅷ １株当たり情報に関する注記

１. １株当たり純資産額 ５，０６９円２５銭

２. １株当たり当期純利益額 ６２０円０６銭

Ⅸ 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示している。


